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Ⅰ．はじめに
近年，我が国経済の活性化のために大学の果たす役割が注目を集めている。政府の産業構造改革・
雇用対策本部は，２００１年６月２６日に中間報告を発表し，基礎研究力をもつ大学と産業界・ベンチャー
企業群とを結びつけて新産業と雇用の創出を図る方向性を打ち出した。具体的な数値目標として，①
大学発の特許取得件数を１０年間で１５倍（１９９９年は１１９件），②大学発の特許実施件数を５年間で１０倍，
③大学発のベンチャー企業を３年間で１０００社（これまでの累計は１２８社），④企業からの大学への委託
研究費を５年で１０倍程度に拡大することを掲げた 。一方，こうした目標を実現するための制度改革
も着実に進んでおり，１９９８年５月には「大学等技術移転促進法」が制定され，大学等の技術移転機関
に対して支援措置が施されることになった。１９９９年８月には日本版バイ・ドール法と称される「産
業活力再生特別措置法」が制定され，国からの委託研究の成果に係わる特許等に関しては，国ではな
く受託者にその帰属が認められることになった。また，２０００年４月には「産業技術力強化法」が成立
し，国立大学教官等の民間企業役員の兼業規制が緩和され，大学および大学教官に対する特許料等の
減免なども盛り込まれた。さらに，経済産業省では，大学教授が自らの研究成果をベースに設立す
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るベンチャー企業に対して出資する専門ファンドを創設する意向を表明した 。
このように大学のもつ技術を活用して新しいビジネスを起こすための様々な仕組みは，我が国にお
いてようやく整備が開始された。先進国である米国に約２０年遅れてのスタートである。実際，米国で
は大学の技術移転が経済活動や雇用へ大きなインパクトを与えているとの報告もあり，我が国にお
いても経済新生への期待が高まる。本稿では全米に立地する１３９（１９９９年時点）の大学の技術移転機
関（以下，TLO〈Technology Licensing Office〉）の実態と特徴を分析し，今後本格化するであろう我
が国の技術移転への示唆を導くことを目的とする。なお，調査研究にあたっては AUTM （Association
of University Technology Manager, Inc．）のデータを使い全米の TLO全体の傾向分析を行うとともに，
短期間の間に成果を上げている２大学の TLOの特徴についてケース分析を行う。
なお，米国の経験についての分析に入る前に，まず我が国の技術移転を中心とする産学連携全体の
これまでの流れと課題について先行研究に触れながら概観しておくこととする。
Ⅱ．我が国の産学連携の流れと課題
我が国の技術を介した産業界と大学との連携（以下，このことを産学連携と呼ぶ）は，戦前は比較
的活発であり理化学研究所を中心に医学，薬学，鉄鋼，機械などの多岐にわたる分野で行われてい
た。ところが，戦後その連携は急速に弱まってきた。その要因を前田〔２０００〕は簡潔に５つに整理し
ている。
第一番目は，戦後日本が先進国に対してキャッチアップ型のビジネスモデルを貫いていたため，産
業界は海外からの技術導入に大きく依存し国内での産学連携に消極的になった点である。第二番目
は，１９６０年代以降の大学紛争の時代に産学連携がその争点の一つとなり産学連携をタブー視する風潮
が長期にわたって続いた点である。第三番目は，１９８０年代の貿易・技術摩擦を背景とした１９９０年代初
めに米国から出された日本の基礎研究ただ乗り論の批判である。これを契機に日本の大学は産学連携
による応用・開発研究から産業界から離れた基礎研究に重点が移った。第四番目は，米国のデュポン
中央研究所がナイロンを発明し大ヒット商品を作り出したことにより日本の大企業が１９８０年代前半か
ら急速に自前の中央研究所をつくりはじめ，基礎研究の分野をカバーすることになったことである。
自社内で完結する閉ざされた研究を重視することにより産学連携の意識が弱まった。第五番目は，大
学を取り巻く制度や慣習が産業界が要求する自由度と合わず，日本企業が自由度の高い欧米の民間研
  日本経済新聞社 ２００１年８月２４日
 Jamison, W. D., and Jansen, C. (2000), pp．２３－４６及び ATUM Licensing Survey : FY 1999 Survey Summary.(2000)を参照。
なお，AUTMの年次報告によると，大学発の技術移転を通じて約４００億ドルの経済効果と２７万人の雇用効果が想定でき
るとしている。
 ピッツバーグ大学 Office of Technology Management及びカーネギーメロン大学 Technology Transfer Officeをケースと
して分析。２００１．８に実施した担当官へのインタビュー調査と提供データ・資料に基き分析を実施。お忙しい折，調査に
ご協力を頂いたMr. McManigle(OTM Technology Licensing Manager), MR. Eager (TTO Licensing Officer)ならびに多方面か
らご助言を頂いた佐藤学（研究者）様にこの場を借りてお礼を申し上げたい。
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究所や大学と連携を図ることになった点である 。
このように産学連携の流れは戦後一貫して消極的なものであった。しかし，１９９０年代に入って産学
連携を見直す機運が高まってきた。その背景には，環境，福祉，防災など解決が困難な様々な社会的
問題が顕在化し，同時に同分野におけるビジネスニーズも増加する中で，大学の知見が必要となって
きた点があげられる。また，研究資金の一部を外部に依存せざるをえない大学の財政事情の変化も大
学側の産学連携に対する意識改革を起こさせた要因と考えられる。こうした２つの要因によって産学
連携に対する機運が高まってきたことは事実である。しかし，そのことと産業界と大学側との産学連
携が順調に進み成果を発揮していることとは別問題である。双方の利益は一致せずその溝は深いと言
われる。清成〔２０００〕は，欧米の大学と異なりそもそも我が国には研究型大学が存在せず，産が期待
する連携のベースとなる研究シーズが大学に不足していることが問題であると指摘する。また，産学
連携の中心は現在大学の研究者個人であるが，研究資金の透明性の問題などから大学組織としての産
学連携の必要性を説く。さらに，産学連携は大学における学問の自由と企業の利益追求による摩擦が
発生する可能性があり，大学人と企業人の双方における職業人としてのモラルの必要性を指摘す
る。
また，前田〔２０００〕は産学連携の成果に注目し，仮に大学側から産業界へ技術移転が進んだとして
も，それが大企業への技術移転の場合は，その技術に基くビジネスの売上規模が年間数十億規模であ
れば大企業の場合は小さすぎるとして新規事業として認められず，ビジネスとして成立しないと指摘
する。移転された特許や技術は将来の競合他社からの攻撃に備える防衛特許や休眠特許として位置付
けられる。また，中小・ベンチャー企業への技術移転の場合，その技術をベースとしたビジネスの売
上規模が数十億であれば事業化は行われるが，商品開発力，資金力，マーケティング力などが不足し
てビジネスとして花開くことは少ないと指摘する。
さらに，榊原〔２００１〕は大学シーズ活用による大学発ベンチャー創出の意義は高く評価するもの
の，研究成果の帰属先とビジネス化を問題視し研究資源の帰属問題について明確にしておく必要性を
説く。同時に，そもそも大学での研究成果が知的財産権で守られること自体の是非についての議論の
不足を問題視する。産業界や政府から多額の資金を集め研究成果をあげ，それを権利化しその権利の
行使によりさらなる資金を集めるいわゆるアメリカ型のファイナンス・メカニズムについて，それが
必ずしも理想系である訳ではないと指摘する。
このように我が国の産学連携への取り組みはようやく再スタートすることになったが，先行研究で
みたようにその課題も多岐に渡る。我が国では１９９８年からすでに２０の TLOが設立され積極的に活動
が行われているが，産業界と大学との技術移転が本格化するのはこれからである。こうした状況の中
で，先進国である米国の技術移転の実態を分析しておくことは意義があると言えよう。
  前田〔２０００〕，pp．２５－２６
 清成〔２０００〕，p．５
 前田〔２０００〕，p．２６
 榊原〔２００１〕，pp．２－３
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次ぎに，米国における技術移転の特徴についてマクロな視点から考察を加えていく。
Ⅲ．米国の技術移転の特徴
以下では AUTMの２０００年次報告データ を使い，客観的に全米の技術移転の実態とその傾向を掴む
こととする。
米国は我が国と異なり技術移転には長い歴史があり，古くは１９２５年のW. A. R. F. / University of
Wisconsin−Madisonまで遡る。一方，最も技術移転が盛んになった時期は１９８０年代で，１９８０年に成立
した技術移転を促進させるバイ・ドール法の影響を強く受けていることがわかる（図表１を参照）。
大学が公的な研究費を使って開発・発明した技術を自由に活用（特許化など）することが可能とな
り，これがきっかけで大学の技術移転は活発化することになった。図表２に示すように，大学の発明
件数，特許申請件数，US特許取得件数とも右肩上がりで伸びて
おり，ライセンス・オプションの実施件数もこの９年間で３倍，
ライセンス収入は４倍以上に伸びた。また，ライセンス・オプ
ション実施一件あたりのライセンス収入も安定した伸びを示し，
技術移転が定着しつつあることを伺わせる。一方，特許取得のプ
ロセスで発生する様々な法的諸経費や特許維持費など各種コスト
 １９９８年に設立（㈱先端科学技術インキュベーションセンター，関西 TLO㈱，㈱東北テクノアーチ，日本大学），１９９９
年に設立（㈱筑波リエゾン研究所，早稲田大学， 理工学振興会，慶応義塾，㈲山口 TLO，北海道 TLO㈱），２０００
年に設立（㈱北九州テクノセンター， 新産業創造研究機構， 名古屋産業科学研究所，㈱産学連携機構九州，東京
電機大学，㈱山梨 TLO，多摩 TLO㈱），２００１年に設立（明治大学，横浜 TLO，㈱テクノネットワーク四国）
  図表１，２，３，４は ATUM Licensing Survey : FY 1999 Survey Summary. (2000)のデータを筆者が加工・翻訳をして
作成したものである。
図表１ TLOの稼動時期
～８０年代 ８０年代 ９０年代～
１５．４％ ４５．４％ ３９．２％
平均 最小値 最大値
１９８５年 １９２５年 １９９９年
Ｎ＝１３０
図表２ TLOの成果
FY９１ FY９２ FY９３ FY９４ FY９５ FY９６ FY９７ FY９８ FY９９
発明件数 ６，３３７ ７，３４５ ８，５８１ ８，７４３ ９，７８９ １０，１７８ １１，３０３ １１，７８４ １２，３２４
特許申請件数 ２，４６９ ２，９６８ ３，８３５ ４，３２０ ６，４７３ ４，７３３ ６，６２９ ７，７１４ ８，８０２
US特許取得件数 － － １，６０３ １，８７４ １，８３３ ２，０９５ ２，６４５ ３，２２４ ３，６６１
ライセンス・オプション実
施件数 １，２７８ １，７４１ ２，２２７ ２，４８４ ２，６１６ ２，７４１ ３，３２８ ３，６６８ ３，９１４
ライセンス収入※ １８６ ２４８ ３２３ ３６０ ４２４ ５１４ ６１１ ７２５ ８６２
ライセンス収入／１実施件
数※※ １４６ １４２ １４５ １４５ １６２ １８８ １８４ １９８ ２２０
法的諸経費※ ３７ ４６ ６６ ６９ ７９ ９３ １１１ １２２ １２１
設立企業数 － － － ２４１ ２２３ ２４８ ３３３ ３６４ ３４４
※単位：百万ドル
※※単位：千ドル
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も増加しており，大学によってはライセンス収入を上回るコスト負担があることも見逃せない。
さらに，技術移転先の特徴を分析してみると，中小企業が最も多く（FY１９９９で１，５７９社），次いで
大企業で（FY１９９９で１，１４９社），スタートアップ企業が最も少ないことがわかった（FY１９９９で３８４
社）。この傾向は，後のケース分析でも触れるが，大学の立地している地域性（技術の受け皿企業の
存在の有無）や大学の技術移転に関わる考え方と大きく関連していると言える。
次に，TLOの成果に強い影響を与えると考えられる研究費についてみていく。特許の取得やライ
センスの供与は，もともと大学の研究者が外部から獲得した研究費を使って発明・開発したものが基
礎となるので，その研究費の大きさが TLOの成果にも大きく影響するものと考えられる。図表３に
示すように外部から獲得した研究費と TLOの成果との間には強い相関関係がみられる。
また，こうした研究費や TLOの成果（１９９９FY）は約１４０億ドル（研究費）ならびに約６億４千万
ドル（ライセンス収入）と確かに大きいものの，各 TLO別にみると必ずしもそうなっていない。図
表４に示したように研究費については，全体の１８％に相当する２５の TLOで全体の５割を占める。ま
た，ライセンス収入については全体の５％に相当する７つの TLOで全体の半数を占める。全米の TLO
がほぼ平均的に研究費を外部から稼ぎ，ライセンス収入を安定して得ている訳ではないことがわか
る。特定の TLOによる寄与が極めて大きく，またいずれも老舗の研究型大学をもつ TLOが上位を占
めている。
一方，１ライセンス・オプション実施当たりのライセンス収入をみると，老舗の大学ばかりで上位
が占められている訳ではないことがわかる（図表６を参照）。中でも特徴的なのはフロリダ州立大学
である。ここは１９９６年に技術移転を本格稼動させた新しい大学で，１９９９FYの外部からの研究費はわ
ずか１億３千万ドルで全 TLO平均を下回り，発明件数は２３件，ライセンス・オプション実施件数は
８件と小規模な活動に留まる。ところが，ライセンス収入は約５千７００万ドルで全米第三位，１ライ
センス・オプション実施当たりのライセンス収入は７００万ドルに達し，全体の２６％を占め老舗大学を
押さえて全米で第一位となった。フロリダ州立大学は，癌の薬剤に関する特許を取得したことにより
多額のロイヤリティ収入が毎年入ることになった。いわゆる「ホームラン」を打ったことにより短期
間の内に高業績を上げることに成功した。通常ライセンス収入は短期的には多くの収入は見込めず，
中・長期的な視点に立つことが求められるが，時に「ホームラン」と呼ばれる発明等による大きな報
酬が短期的に舞い込んでくることがある。大学の TLO全体としての発明件数や特許取得件数は少な
いが，一人の研究者が発明した１特許の取得によって莫大な収入を得るケースがフロリダ州立大学に
あてはまると言える。このことは，TLOの成果には研究費の獲得が欠かせないという分析結果の
他，大学にそうした研究費を持ち込んでくる研究者の資質と何よりも研究者自身の研究開発能力が重
要であることを改めて示している。米国大学での研究者の移動は我が国以上に活発で，優秀な研究者
図表３ 獲得研究費との相関
発明件数
特許申請
件数
ライセンス・オプション
実施件数
ライセンス
収入
US特許
件数
企業設立
件数
相関係数 ０．９３３＊＊ ０．９０６＊＊ ０．７７３＊＊ ０．５６２＊＊ ０．９１１＊＊ ０．６３８＊＊
＊＊相関係数は１％水準で有意
２３７米国大学にみる技術移転の実態
－５７－
を獲得するために大学間での競争も激しい。技術移転を効果的に行う大学の研究者に対する給与は，
そうでない大学より高いとの研究結果もみられる 。大学の研究者への魅力向上も技術移転成功の１
つの鍵かもしれない。
  Rogers. M. E., Yin. J., and Hoffmann. J (2000) pp.47−80
図表４ 研究費獲得上位 TLO（FY９９）
米国大学の TLO 稼動時期 外部研究費 累積シェア
＃１ Univ. of California System １９７９ ＄１，８６４，９０１，０００ ７．９％
＃２ Johns Hopkins University １９７３ ＄１，０１０，０８８，３３４ １２．２％
＃３ Massachusetts Inst. of Technology（MIT） １９４０ ＄７２５，６００，０００ １５．３％
＃４ Univ. of Michigan １９８２ ＄４９９，７２２，０００ １７．４％
＃５ Univ. of Washington/Wash. Res. Fndtn. １９８３ ＄４７９，６５４，９９４ １９．４％
＃６ Univ. of Pennsylvania １９８６ ＄４７７，０００，０００ ２１．５％
＃７ W.A.R.F./Univ. of Wisconsin−Madison １９２５ ＄４２１，６００，０００ ２３．２％
＃８ Univ. of Minnesota １９５７ ＄４１７，５５６，４９３ ２５．０％
＃９ Stanford University １９７０ ＄４１７，０３７，０００ ２６．８％
＃１０ North Carolina State University １９８４ ＄４１３，３６９，２７８ ２８．５％
＃１１ SUNY Research Foundation １９７９ ＄４０５，２３８，２８４ ３０．３％
＃１２ Texas A&M University Systems １９９２ ＄４０２，２０３，０００ ３２．０％
＃１３ Harvard University １９７７ ＄４０１，８４９，５００ ３３．７％
＃１４ Penn State University １９８９ ＄３９３，４６２，０００ ３５．３％
＃１５ Cornell Research Fndtn., Inc. １９７９ ＄３７６，７８４，０００ ３６．９％
＃１６ Univ. of Illinois, Urbana, Champaign １９９３ ＄３５８，２４７，０００ ３８．５％
＃１７ Duke University N. A. ＄３３４，５０５，８１４ ３９．９％
＃１８ Washington University １９８５ ＄３３３，１９６，０００ ４１．３％
＃１９ Univ. of Colorado １９９３ ＄３３１，５７９，０００ ４２．７％
＃２０ Univ. of Arizona １９８８ ＄３２０，２４４，７７７ ４４．１％
＃２１ Yale University １９８２ ＄３１５，９５３，０００ ４５．４％
＃２２ Univ. of Pittsburgh １９９２ ＄３１１，２００，０００ ４６．７％
＃２３ Univ. of Florida １９８３ ＄２８０，４０８，２１７ ４７．９％
＃２４ Columbia University １９８２ ＄２７９，２７５，６７４ ４９．１％
＃２５ Univ. of Iowa Research Fndtn. １９７５ ＄２５９，５１４，２６２ ５０．２％
全 TLO平均 １９８５ ＄１６９，５３６，４６１ －
最小値 １９２５ ＄８，３６０，０００ －
最大値 １９９９ ＄１，８６４，９０１，０００ －
標準偏差 １１ ＄２０７，５５２，９７１ －
合計（Ｎ＝１３９） － ＄１３，８７２，９８７，０８８ －
江 島 由 裕２３８
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なお，ここまでみてきたように「ホームラン」的発明を除けば，比較的老舗の大学 TLOの成果が
多く観察された。特許申請・取得やライセンス供与にはそもそも時間とノウハウを要するため，比較
的若い TLOには成果が現れにくい。但し，そうした若い TLOの中にも，研究型大学として特定の分
野で研究シーズのある大学は短期間ではあるが大きな成果を収めている。次のケーススタディで捉え
る２つの TLOはまさにそうした大学である。
図表５ ライセンス収入上位 TLO（FY９９）
米国大学の TLO 稼動時期 ライセンス収入 累積シェア 外部研究費
＃１ Columbia University １９８２ ＄８９，１５９，５５６ １３．９％ ＄２７９，２７５，６７４
＃２ Univ. of California System １９７９ ＄７４，１３３，０００ ２５．５％ ＄１，８６４，９０１，０００
＃３ Florida State University １９９６ ＄５７，３１３，０１４ ３４．４％ ＄１３２，６６４，８５５
＃４ Yale University １９８２ ＄４０，６９５，６０６ ４０．８％ ＄３１５，９５３，０００
＃５ Univ. of Washington / Wash. Res. Fndtn. １９８３ ＄２７，８７８，９００ ４５．１％ ＄４７９，６５４，９９４
＃６ Stanford University １９７０ ＄２７，６９９，３５５ ４９．４％ ＄４１７，０３７，０００
＃７ Michigan State University １９９２ ＄２３，７１１，８６７ ５３．１％ ＄２０７，９１２，０００
全 TLO平均 １９８５ ＄４，６１１，５１２ － ＄１６９，５３６，４６１
最小値 １９２５ ＄０ － ＄８，３６０，０００
最大値 １９９９ ＄８９，１５９，５５６ － ＄１，８６４，９０１，０００
標準偏差 １１ ＄１２，０３３，２４９ － ＄２０７，５５２，９７１
合計（N＝１３９） － ＄６４１，０００，１０８ － ＄５，７４０，１９５，９８４
図表６ １ライセンス・オプション実施当たりのライセンス収入上位 TLO（FY９９）
米国大学の TLO 稼動時期
ライセンス・オ
プション実施
件数Ｎ＝１３７
ライセンス収入
Ｎ＝１３９
ライセンス収入
／１実施
Ｎ＝１２９
累積シェア
＃１ Florida State University １９９６ ８ ＄５７，３１３，０１４ ＄７，１６４，１２７ ２６．０％
＃２ Univ. of Florida １９８３ １０ ＄２１，６４９，５７７ ＄２，１６４，９５８ ３３．９％
＃３ Yale University １９８２ ２３ ＄４０，６９５，６０６ ＄１，７６９，３７４ ４０．３％
＃４ Emory University １９８５ １３ ＄１５，２５７，５６５ ＄１，１７３，６５９ ４４．５％
＃５ Columbia University １９８２ ９８ ＄８９，１５９，５５６ ＄９０９，７９１ ４７．９％
＃６ Tulane University １９８５ ９ ＄７，５７２，４８３ ＄８４１，３８７ ５０．９％
全 TLO平均 １９８５ ２４ ＄４，６１１，５１２ ＄２１３，５４９ －
最小値 １９２５ ０ ＄０ ＄０ －
最大値 １９９９ ２１９ ＄８９，１５９，５５６ ＄７，１６４，１２７ －
標準偏差 １１ ３６ ＄１２，０３３，２４９ ＄６７９，７３０ －
合計 － ３２９５ ＄６４１，０００，１０８ － －
２３９米国大学にみる技術移転の実態
－５９－
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Ⅳ．米国の２つのケース
１．カーネギーメロン大学技術移転機関
（Carnegie Mellon University Technology Transfer Office，以下 TTO）
  実績と特徴
TTOは１９９２年に設立された米国内では比較的新しい大学の技術移転機関であるが，設立以来高い
成果をあげている（図表７，８，９，１０を参照）。技術移転のベースとなる大学研究者の発明数につ
いては平均８４件の割合で毎年増加し２０００年度では約７００件に達している。なお，カーネギーメロン大
学では，すべての研究者に発明を大学に申請する義務が課せられているが，例えば２００１年度の１２０件
の発明件数に関しては，約１，０００人いる研究者の半数が申請に関与し，内２０名の優秀な発明申請のリ
ピーターで約１００件の発明申請を行っている。すなわち，約２割の研究者で TTO全体の技術移転の実
績を上げていることになる。
また，発明が開示された後，技術移転機関内で技術評価と商業化の可能性評価が行われ特許の申請
が行われるが，過去８年間の特許申請の数は増加傾向にあり，２０００年度では約１７６件に達した。ま
 カーネギーメロン大学から Technology Transfer Office Annual Report Fiscal Year 2000. (2000)を入手し，このデータを筆
者が翻訳・加工
図表７ 発明件数の推移 図表８ 特許申請件数の推移
図表９ ライセンス契約数の推移 図表１０ 技術移転を通じて設立された新会社
江 島 由 裕２４０
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た，特許のライセンス契約も増え２０００年度で約１６０件に達した。さらに技術移転を通じて誕生した企
業数も８年間で５０に上り，そのすべての企業は廃業することなく現在も存続している。
なお，こうした技術移転の成果として大学への収入も増加した。カーネギーメロン大学の学部・機
関毎のライセンス収入の実績（図表１１ ）をみるとMellon College of Science (MCU), Carnegie Institute of
Technology(CIT), School of Computer Science (SCS)で全体の８割を占め，ITやメカトロニクス・ロボッ
ト技術で著名な学部・機関による寄与が大きいことがわかる。また，技術移転の報酬はライセンス収
入だけではなく株式の取得である場合も多く，過去８年間のキャピタルゲインによる収入は研究者個
人が約２，３００万ドル，大学が約２，６００万ドルで合わせて約５，０００万ドルの収入となり大学全体の収入の
６割以上を占めている。
外部からの研究資金の調達も増加傾向にあり８年間で約１，２００万ドルを調達している。なお，技術
移転のベースとなる研究費の約８割は政府からの調達で，２割が民間企業等からの委託研究によるも
のとされている。但し，民間からの委託研究のうち制限付きでないものに限って研究成果の技術移転
が可能となる。従って，民間からの委託研究の成果については，多くの場合技術移転が困難であると
される。
また，TTOでは発明した研究者への報酬枠を明確にし，技術移転促進のためのインセンティブを
付与している。その報酬枠とは，まずライセンス収入から TTOのコストを含めた諸経費が引かれ，
  Technology Transfer Office Annual Report Fiscal Year 2000. (2000)のデータを筆者が翻訳・加工
図表１１ 技術移転に伴う収入と外部研究費
単位：千ドル FY９３ FY９４ FY９５ FY９６ FY９７ FY９８ FY９９ FY００
CUM
９３－００
学部等のライセン
ス収入
MCS ＄８８ ＄１０９ ＄３２４ ＄２３９ ＄６０２ ＄４８５ ＄４８０ ＄１，１７０ ＄３，４９７
SCS ＄１７ ＄２７ ＄７５６ ＄１，０００ ＄５２７ ＄２０６ ＄１９３ ＄１６２ ＄２，８８８
CIT ＄１３４ ＄８５２ ＄１５２ ＄５４５ ＄７ ＄３ ＄８４７ ＄８１６ ＄３，３５６
GSIA ＄１ ＄１ ＄１００ ＄１０２
CFA ＄５ ＄５ ＄１４ ＄１７ ＄１７ ＄１７ ＄３１ ＄８ ＄１１４
H&SS ＄９０ ＄６ ＄１０ ＄１，７２６ ＄１，８３２
other ＄１０ ＄７ ＄２ ＄４ ＄１６０ ＄２９ ＄１４ ＄３４ ＄２６０
ライセンス収入の
合計 Total ＄３４５ ＄１，００７ ＄１，２５８ ＄１，８０５ ＄３，０３９ ＄７４０ ＄１，５６５ ＄２，２９０＄１２，０４９
キャピタルゲイン
収入（大学） ＄０ ＄５００ ＄１８３ ＄４，８３７ ＄４，１８６＄１５，７８２ ＄８１６ ＄０＄２６，３０４
キャピタルゲイン
収入（発明者） ＄０ ＄０ ＄０ ＄４９５ ＄６，２５９＄１３，５４３ ＄２，７４９ ＄０＄２３，０４６
技術移転に伴う
収入の合計 Total ＄３４５ ＄１，５０７ ＄１，４４１ ＄７，１３７＄１３，４８４＄３０，０６５ ＄５，１３０ ＄２，２９０＄６１，３９９
外部研究費の合計 Total ＄２００ ＄２５０ ＄８６０ ＄１，４３２ ＄８１１ ＄２，０３０ ＄５８６ ＄６，４５６＄１２，６２５
全 体 の 収 入 Total ＄５４５ ＄１，７５７ ＄２，３０１ ＄８，５６９＄１４，２９５＄３２，０９５ ＄５，７１６ ＄８，７４６＄７４，０２４
２４１米国大学にみる技術移転の実態
－６１－
残った利益の５０％が発明した研究者へ配分されるというものである。そして，残りの５０％の半分の２５％
が当該研究者が所属している学部・機関へ配分され，残りの２５％が大学へ配分されるシステムになっ
ている。さらに，大学としても外部の産業界との接触を容易にするために，大学の教官に対して勤務
時間全体の約２０％は外部へのコンサルティングに時間を割くことを容認している。
但し，こうした研究者へのインセンティブ・システムがどの程度の効果を発揮しているのかはわか
らない。カーネギーメロン大学の場合，研究者が技術移転に関与・協力する動機は，ライセンス収入
など金銭的魅力と自分が開発した技術の製品をみたいという製品化への魅力の２つにわかれる。
  技術移転戦略
TTOの技術移転先は，技術移転に関わるコスト・パフォーマンスならびに技術移転に伴うリスク
を最小限に押さえる観点から，地域の中小・ベンチャー企業ではなく全国・世界ブランドの大手企業
が多くなっている。技術移転先の約９割が大手企業である。このことは地域経済の視点からみると，
カーネギーメロン大学がもつ技術シーズを十分に活用できる中小・ベンチャー企業が地域に少ないこ
とを意味している。ITやメカトロニクス技術に関して世界の最先端を行くカーネギーメロン大学が
地域に立地しているものの，そのハイテク技術を駆使して事業を起こす地域産業の基盤が脆弱である
ことを示す。技術移転はニーズの少ないピッツバーグ地域・中小企業より，ニーズの多い他地域・大
企業へと進むことになる。
その一方で TTOの技術を活用して地元で起業するケースもみられる。しかし，こうしたスタート
アップ企業の７割から８割までは地元の起業家によってではなく，その技術開発に携わったカーネ
ギーメロン大学の研究者等によって設立されたものである。技術移転に伴う地域企業からの新規事業
が少ない反面，技術シーズをもった大学発のベンチャー・ビジネスが芽生えつつある。なお，例え技
術開発はスタートアップ企業に関わった大学の研究者等が行ったにせよ，特許は大学に帰属するため
新会社には特許料支払いの負担が残る。従って，体力のないスタートアップ企業の場合はその負担を
多くの場合株式譲渡によって補っている。
次に技術移転を促進するための支援体制についてであるが，TTOの場合は技術移転に関わる専門
スタッフが入り口の研究者との接触から出口の移転先との交渉さらには技術の移転先企業の経営や成
長まで関与し，TTOとしての強い支援姿勢を打ち出す。そのために，大学内で協力してもらえるビ
ジネススクールの研究者や学生ならびに外部の金融機関や経営コンサルタントなどと連携を図りなが
ら企業を支える。また，技術移転の要となる研究者との対話も欠かさない。多くの場合研究者はすば
らしい技術をもっているが，それがビジネス面や他の産業分野でどういう展開を見せる可能性がある
のかについて興味が薄い。こうした時に，特定業界に精通しビジネス体験が豊富な技術移転専門ス
タッフが触媒となり技術移転の可能性を探る。さらに専門スタッフは，技術移転戦略で最も重要な特
許申請案件についての評価も行う。特許申請プロセスには費用が発生するし特許取得後にも維持費が
発生する。その反面特許収入が確約されている訳ではなく，特許申請には常にリスクをもって望む。
このように専門スタッフの役割は極めて重要で技術移転の成否を握っていると言っても過言ではな
い。
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こうした中 TTOは設立以来採用数を増やし，当初は１名だけであったが現在は１１名の専門スタッ
フを抱える。専門スタッフのほぼ全員が特定の業界について精通し（実務経験），技術面での学位
（工学部・理学部など）ならびにビジネス面での学位（MBAなど）の２つの学位を保持している。
処遇についても民間企業と比べてそれほど遜色はないレベルにあると言われる。TTOの専門スタッ
フの資質が技術移転の成功の鍵を握るため，その採用には力を入れている。
また，全米にはこうした技術移転専門スタッフの情報交流の場として，２，７００人以上の会員を抱え
る Association of University Technology Managers, Inc．（AUTM）という非営利組織が存在する。そこに
は，全米の３００を超える研究大学や知的財産権に携わるビジネスリーダーなどが加盟し，技術移転に
関わる広域的な連携組織として米国の技術移転を支援し後押しする役割を果たしている。なお，ここ
に加盟する技術移転専門スタッフにとっては，この組織は次の職場を探す労働市場にもなっている。
いずれにせよ，点となっている各大学の技術移転機関やビジネス界を広域的に結びつけ，線あるいは
面として情報交流を促進させている点で重要な役割を果たしていると言える。
２．ピッツバーグ大学技術移転機関
（University of Pittsburgh Office of Technology Management，以下 OTM）
  実績と特徴
１９８０年代にピッツバーグは鉄鋼の街から医療・ハイテクの街へと産業構造の転換を遂げ，全米で最
も住みやすい街との評価を得た。この転換にピッツバーグ大学も大きく関わった。当時の大学の強み
は臓器移植技術を中心とした医療・バイオ分野で，全米・全世界から注目を集めていた。鉄鋼不況か
ら克服する新産業として IT産業とともに，医療・バイオ産業への期待が高かった。事実，ピッツ
バーグ大学が米国の政府機関である国立衛生研究所（National Institute of Health : NIH）から獲得した
研究開発費は現在でも全米で第９位の地位をしめ，さらに当時は臓器移植患者が全米からピッツバー
グに集まるとともに医師もその教育と訓練を受けるためにピッツバーグに集まってくるなど医療・バ
イオ分野でのメッカとなっていた。しかし，１９９０年代に入るとこうした動きに陰りが見え始め，全米
の多くの大学で臓器移植が可能になるとともに医療費の値上げも重なって，次世代産業としての医療
産業に疑問符が投げかけられるようになった。
ピッツバーグ大学も医療・バイオ技術の恩恵を受けて１９８０年代には財政面で問題を抱えることはな
かったが，１９９０年代に入って新たな収入源の模索を始めた。ここで注目されたのが大学のもつ技術の
移転である。技術移転は収入源になるとの判断がなされた。ピッツバーグ大学の技術移転機関である
OTMは１９８０年代にも存在していたが，その機能と活動は限定的であった。そこに変化がおこったの
は１９９２年頃で，臓器移植などで大学への収入貢献の大きかった健康科学（Health Science）学部の長が
技術移転の重要性を主張し始めたことがきっかけであった。その後大学からの技術移転が本格化する
ことになった。
技術移転の基礎となる発明に関わる研究費（研究者が獲得する研究費）は，概ね年間３億５千万ド
ルで，その内連邦政府からの研究費が８割以上を占め民間企業や財団などからが約２割弱となってい
る。また，政府機関からの研究費の内 NIHからのものが大半を占める。現在の発明件数は年間１００件
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から１２０件で１９９７年以前より３０件から４０件の増加となっている。特許の申請件数は年間３０件から４０件
で，ライセンス・オプションの実施件数は年間２０件から２５件に達する。１９９７年からの技術移転に伴う
収入は１億ドルを超え，技術移転に伴うスタートアップ企業の数は１７件に及ぶ。
全米の技術移転機関の約６割が１０年以上の歴史をもつ中，OTMは短期間の内に高い成果を収め
た。この背景には，１９８０年代には競争優位性を若干失ったかもしれないが，コア技術としての強い医
療・バイオ技術の蓄積がピッツバーグ大学にあったことが上げられる。大学内に蓄積されたこうした
技術・能力を顕在化させて技術移転に活用できたことが成果の要因として考えられる。
  技術移転戦略
研究型大学として元々あった技術シーズを活用して技術移転を推進していくために，OTMは大学
の研究者への接触を強化した。この方法はアウト・リーチプログラムと呼ばれる。こうした活動を通
じて大学の研究者の興味を技術移転に向けさせることを狙った。技術移転の基礎となる発明を申請す
る研究者の数は限られており，発明申請の８割弱がリピーターの研究者である。OTMは発明申請の
数を増やすために，技術移転に伴うサクセス・ストーリーを多くの研究者に伝える努力も行ってい
る。また，研究者の技術移転の意欲を喚起するために技術移転による利益の配分システムも明確にし
ている。技術移転に伴う収入の３０％が技術の発明者へ，１５％が発明者が属する学部へ，２０％が大学の
研究ファンドへ，そして３５％が特許に関わる諸経費へ回される。一方，研究者の技術移転への動機は
必ずしも報酬ばかりにあるとは限らない。金銭面以外の動機として，自分が開発した技術が実際に形
となって現れかつそれが何らかの形で社会に役に立っていることを実感できることが上げられる。ま
た，こうした社会的貢献要素以外に，アカデミックな世界から飛び出て外から刺激を得たいという欲
求が技術移転に感心を寄せるケースもある。OTMはこうした様々な研究者の関心事に注意を払いつ
つ技術移転を推進していく。
OTMが技術を供与する企業の成長段階をみると，３９％がスタートアップ企業，２５％が創業期の企
業，３６％が成熟した既存企業で全体の６４％がアーリー・ステージ企業となっている。また，技術供与
地域については地元のピッツバーグ地域が３４％，ピッツバーグ地域以外のペンシルバニア州内の地域
が２％，他の米国内の地域が５３％，海外が１１％である。先にみたカーネギーメロン大学と比べると，
比較的地域企業への技術移転が多いのがわかる。また，企業の規模による技術提供企業のターゲット
については特に設定せず，大企業でも中小企業でもどこでもかまわないとする。大企業はその技術の
市場性の大きさを判断し，大きくないと買わない。中小企業は市場性より技術の革新性を重視して技
術移転を望む。また，大企業は技術がある程度製品化に近いレベルに達していることを望み，リスク
を保つことを避ける。一方，中小企業はそういったリスクをとる傾向にある。こうした顧客の特性に
応じて技術レベルなどを評価した上で，OTMは技術移転のマーケティング戦略を練っている。
OTMは移転する技術を決めた後，様々な方法で移転先企業を探す。発明者である研究者のもつ顧
客や OTMのもつこれまでのネットワーク先さらにはインターネットを使った新規先の掘り起こしな
ど緻密な情報収集が続く。また，技術の移転先が決まっても，そこがスタートアップ企業である場合
はコンサルタント，ベンチャーキャピタル，弁護士，弁理士など外部の経営資源を使い技術面のみな
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らず経営・資金面でもサポートする体制をとる。なお，技術移転による報酬として，スタートアップ
企業の場合は株式の取得というケースが見られ，そのことからも技術移転後の企業の成長に関心が払
われることがわかる。
こうしてみてくると，カーネギーメロン大学の場合と同様にピッツバーグ大学においても OTMの
組織と専門スタッフの役割が重要になっているのがわかる。OTMは学長の直轄下におかれ強いイニ
シャティブの下，学内の様々な研究所などと連携を図りながら活動を進める。また，OTMの機能を
強化するために学内でのリーチアウト・プログラム，マーケティング，ライセンス契約，マネージメ
ントなど各分野における専門家をスタッフとして雇っている。OTMの専門スタッフの数は１９９６年が
３人，１９９７年が４人，１９９８年が６人と増加傾向にある。
Ⅴ．我が国への示唆：４つの検討課題
ここまでみてきたように確かに米国大学の技術移転は一定の成果をみせ，新しい事業や産業の芽を
育む役割を果たしてきたことは間違いない。しかし，約１４０ある大学 TLOのすべてが同様の成果を収
めている訳ではない。むしろ限られた少数の大学が際立っているのが現状であろう。また，そうした
成果を上げている大学の多くはいわゆる老舗と言われる著名な研究型大学で TLOの歴史も比較的長
い。その一方で，研究者の能力しだいで一躍上位に登場した大学も存在する（いわゆるホームラン特
許）。また，技術移転の歴史は浅いかもしれないが研究型大学として長年技術シーズを蓄積してきた
大学は，短期間の間でも技術移転の成果をあげている。さらに，技術移転促進のための専門スタッフ
の存在（数と資質）が TLOの成果に大きな影響を与えている。すなわち技術移転の基礎となる発明
者である研究者への動機付けと研究環境の整備，研究型大学としてのシーズの確立，専門スタッフの
採用を基本として中・長期的に大学の技術移転をいかに継続・発展させていくかが，我が国 TLO成
功の第一番目の課題となろう。
次に検討すべきことは大学の技術移転の目的である。米国大学の TLOの場合，ほぼすべてが特許
収入を目的としていると言っても過言ではないだろう。すなわち，大学の新たな収入源を確保するた
めに大学 TLOが存在している可能性が高い。政府から多額の研究資金を集め成果をあげ，それを権
利化しその権利の行使によってさらなる資金を集めるファイナンス・メカニズムが米国大学に存在す
る。こうした自主財源の確保のために技術移転を実施することについて異論はないが，これ以外の技
術移転の目的をもって活動にあたるユニークな大学が存在しても良いのではないだろうか。我が国の
大学の特色と地域の事情から，例えば地域企業の成長や地域起業家の育成，大企業ではなく徹底した
ベンチャー企業への技術移転の促進など様々な角度から技術移転を大学 TLOのミッションとして捉
えることも可能であろう。大学の役割と特色を考慮した上で技術移転の目的を明確に定めて活動にあ
たり，特色ある TLOが登場することを期待したい。
第三番目は大学のもつ技術シーズと地域の受け皿企業とのミスマッチの問題をどう考えるかであ
る。例え大学が最先端の技術を地域企業へ移転したいと考えてもその受け皿企業が存在しなければ技
術移転は実現できない。米国ならびに我が国においてもこうしたケースは容易に想定できる。この問
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題は第二番目の技術移転の目的とも密接に関わってくるが，あくまでもマーケットを第一に考えて
ニーズのある他地域の企業へ移転を行うのか，それとも敢えて大学発のスタートアップ企業を目指す
のか，あるいは地域企業を発掘し共同での事業を模索するのか，様々な手段が考えられるがいずれに
せよ地域と大学における明確な方針が求められよう。
第四番目の課題は大学の研究者に対する発明に対する動機付けである。米国の大学 TLOの場合，
発明件数は毎年伸びているが実際に発明申請する研究者はごく一部に限られているのが現状で，こう
した一部の研究者による発明申請のリピートによって全体の伸びが支えられている。多くの大学研究
者は発明や技術移転よりは個人研究や論文発表への関心が強いのは米国や日本に限らず万国共通であ
ろう。こうした中，いかに研究者の関心を引き出し発明のリピーターとともに新規の発明申請者を増
やすかも重要な課題となる。米国の場合は発明者へのライセンス収入などの大幅な還付をインセン
ティブとしているが，それでも興味を示さない研究者も多い。むしろ自分が開発した技術が商品とな
り社会の役に立っているという事実や産業界と接触することによる知的刺激を受けたいといった動機
付けもある。我が国では TLOがまだスタートしたばかりではあるが，研究者への動機付けという課
題は共通したテーマと言えよう。報酬制度以外にも研究環境の充実，教育活動の低減，大学での拘束
時間の緩和，昇進・昇格人事条件の変更，地域社会への貢献活動の奨励など多様なインセンティブが
考えられるが，各大学の特色や事情と研究者の関心事に合致した様々な工夫が必要となってこよう。
本稿では先行する米国の技術移転の経験のごく一部分について分析を加えそこから導き出される我
が国への示唆について考察することを試みた。まだ十分に把握・分析しきれていない部分は多数ある
あることは承知しているが，それらは今後の研究課題としたい。
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